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基礎岩盤標高 E.L 29.0m

堤高
39.7m
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１．事業の概要

川内沢ダム

ダ ム 名 川内沢ダム

ダ ム 型 式 重力式コンクリートダム

ダ ム 高 39.7 m   

堤 頂 長 145.0 m   

総 貯 水 容 量 1,790,000 m3  

湛 水 面 積 0.18 km2  

集 水 面 積 3.65 km2  

総事業費 約１３５億円

工 期 平成９年度から令和７年度まで

事業箇所 宮城県名取市愛島笠島地内
（一級河川名取川水系川内沢川）

事業目的
名取市内と岩沼市内を流下する一級河川名取川水系川内沢川に，同河川の治水事業の一環として治水ダムを建設し，沿川の

洪水を防御するとともに，既得取水の安定化と河川環境の保全を図るものである。
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１．事業の概要

建設の目的
(1)洪水調節

ダム地点の計画高水流量40m3/s のうち、37m3/s の洪水調節

を行う。

(2)流水の正常な機能の維持
ダム地点下流の川内沢川沿川の既得用水の補給を行う等、

流水の正常な機能の維持と増進をはかる。
川内沢ダム

広浦

川内沢ダム
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１．事業の概要

平成9年 4月 川内沢ダム実施計画調査着手 事業着手時評価（Ｃ＝８８億円）

平成13年 － 事業再評価「継続妥当」（Ｃ＝８８億円）

平成18年 － 事業再々評価「継続妥当」（Ｃ＝８８億円）

平成22年 9月 国土交通大臣よりダム事業の検証に係る検討要請

平成23年 － 事業再々評価「継続妥当」（Ｃ＝８８億円）

平成24年 11月 事業再々評価「継続妥当」（Ｃ＝８０億円）

11月 国土交通省として「補助金交付を継続」との対応方針を決定

平成26年 3月 新規事業採択時評価により妥当と判断

4月 建設事業へ移行

平成27年 7月 ダムサイト・ダム型式の確定

平成28年 1月 付替道路（市道）ルート計画の確定

平成29年 1月 機能補償林道ルート計画の確定

1月 事業再々評価「継続妥当」（Ｃ＝９５億円）

6月 全体計画の認可（Ｃ＝９５億円）

7月～ 付替道路詳細設計・本体実施設計開始

平成30年 1月 市道笠島川内線の合併施行に関する協定（名取市）の締結

10月 損失補償基準の地元合意

11月 用地補償契約の開始

令和元年 11月 付替道路工事着手

令和2年 2月 基本設計会議(本体実施設計)→ダム本体の諸元決定

4月～ ダム本体工事費及び残事業費の積算実施

令和3年 3月 ダム本体工事費算定結果を反映した全体事業費の算定（Ｃ＝１３５億円）

事業の経緯



・確率規模１／５０の洪水を想定した場合，浸水世帯数８２７戸，浸水面積４７６haの被害が想定される。

・また，洪水氾濫防止区域には国道４号，JR東北本線などの幹線交通施設が存在している。
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２．事業の必要性

（ ）川内沢ダム整備により被害が低減する区域

川内沢川放水路
（H27.5完成）

（ ）川内沢川放水路完成に伴う氾濫防止区間解除区域

川内沢ダム

樽水ダム

災害発生時の影響



過去の洪水被害状況
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２．事業の必要性

※上記表の水害原因は、水害統計から記載。
※H6.9.22は既往最大洪水（確率規模1/180相当）

平成6年9月22日洪水状況

川内沢川下流の状況 名取市(仙台空港)の状況

昭和61年8月5日洪水状況 平成14年7月10日洪水状況

川内沢川上流

発生
年月日

異常
気象名

水害原因
農地冠水面積

（ha）

宅地、その他
冠水面積

(ha)

床下浸水

(戸)

床上浸水

(戸)

半壊

(戸)

全壊

(戸)

一般資産額等
被害額

（千円）

公共被害
(河川)

(千円)

S56.5.16 豪雨と風浪 内水 2,402.7 0.0 0 0 0 0 0 0

S57.9.10 台風18号 内水、河川被害 0.0 1.2 20 0 0 0 13,609 1,436

S61.8.5 台風10号 内水、河川被害 1,954.4 2,336.4 1,558 320 0 1 2,653,496 173,718

H元.7.24 豪雨 内水、河川被害 63.0 0.2 16 3 0 0 27,528 4,420

H2.8.9 台風11号 内水 134.0 0.0 1 0 0 0 23,027 0

H2.9.11 台風19号 内水 246.0 0.0 0 0 0 0 206,139 0

H2.9.24 台風20号 河川被害 0.0 0.0 0 0 0 0 0 4,420

H3.10.6 台風21号 河川被害 0.0 0.0 0 0 0 0 0 4,525

H6.9.22 前線 内水、河川被害 1,518.5 409.8 1,939 1,031 2 2 8,172,030 0

H11.8.10 豪雨 内水 0.0 0.0 1 0 0 0 447 0

H14.7.10 台風6号 内水 129.4 0.2 7 0 0 0 40,510 0

H18.10.4 豪雨 内水 0.5 0.0 0 0 0 0 3,000 0

R元.10.12 東日本台風 内水 2,434.2 127.2 136 72 0 0 1,912,182 425,734



直近の洪水被害状況（令和元年東日本台風)
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２．事業の必要性

川内沢川中流状況

川内沢川中流状況

令和元年10月13日洪水状況

ダム建設
予定箇所



過去の主な渇水
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２．事業の必要性

• 平成６年８月の渇水においては，隣接する樽水ダムの貯水率が２０％まで落ち込み，川内沢川中流においても無水区間が生じ，節
水を呼びかける等の取水制限が行われた。また，平成９年４月にも番水制を行った。

平成６年８月９日：河北新報 節水呼びかけポスター（名取市）

川内沢川中流(平常時 平成１０年１０月)

川内沢川中流(渇水時 平成６年８月)



地域の協力体制（要望等）
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２．事業の必要性

• 名取市長や下流域地域住民代表からなる増田川・川内沢
川総合改修整備促進協力会より，川内沢ダムの着実な整
備促進と早期完成，及び川内沢川中流の治水対策事業促
進を求めて，宮城県知事へ要望書が提出されるなど，事
業の早期完成が望まれている。

増田川・川内沢川総合改修整備促進協力会・要望会
名取市長(左)から県土木部次長(右)へ要望書を提出

(令和元年１１月２２日)

１ 現在，継続事業中の川内沢ダム建設の着実
な整備促進と早期完成に向けて，用地補償費や
道路整備に必要な事業費を確保して頂きますよ
う要望いたします。
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３．事業の有効性

洪水調節効果

河道条件：H24年度時点(仙台東部道路下流は沈下戻し考慮，放水路無し）

B/C算定
対象範囲

拡大図1
拡大図2

浸水面積

ha

1/50 476 2,120 827 1,272 26 1,124 407 4

1/50 421 1,921 750 1,044 25 974 360 3

1/50 55 199 77 229 1 150 48 1

①ダム整備前

②ダム整備後

効果(①－②)

確率規模
人口 世帯数 従業員数 農漁家数

延床面積

（ｍ２）

水田面積
（ha）

畑面積
（ha）

一般資産等基礎数量

○一般資産数量

※効果：ダムの効果によって浸水しなくなる範囲の数量。

河道条件：H24年度時点(仙台東部道路下流は沈下戻し考慮，放水路無し）

拡大図1
拡大図2

B/C算定
対象範囲

※確率規模１／５０：５０年に１度程度発生する規模の降雨。

拡大図1（上流域(農地)） 農地の浸水面積が減少 拡大図2（中流域(市街地)） 農地・市街地の浸水深が低減

浸水が低減

• 確率規模１／５０の洪水を想定した場合，浸水世帯数８２７戸，浸水面積４７６haの被害が想定されるが，川内沢ダム建設事業により
浸水世帯数７７戸，浸水面積５５haの軽減が図られるほか，深水深が低減されることにより家屋や家庭用品等の被害が低減される。

償却 在庫 償却 在庫

23,824 10,824 4,821 3,358 59 27 42,913 474 6 480 43,393

20,644 9,822 4,068 2,791 56 26 37,407 418 4 423 37,830②ダム整備後

①ダム整備前

家屋 家庭用品

一般資産額（百万円） 農作物資産（百万円） 一般資産
額等合計
（百万
円）

事業所資産 農漁家資産
畑作物 小計小計 水稲

○一般資産金額

浸水面積が減少

拡大メッシュ内浸水面積A=109ha
(黃:95 緑:10 薄青:4)

拡大メッシュ内浸水面積A=80ha
(黃:71 緑:7 薄青:2)

拡大メッシュ内浸水面積A=95ha
(黃:59 緑:28 薄青:7)

拡大メッシュ内浸水面積A=89ha
(黃:66 緑:17 薄青:5)

※１メッシュ=100m×100m(１ha)

ダム整備前 ダム整備後
ダム整備前 ダム整備後

ダム整備前 ダム整備後

川内沢ダム
が完成する
ことによる

効果
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３．事業の有効性

洪水調節効果

中流域(市街地)ダム整備前 ダム整備後

〇被害の低減効果
・浸水深によって被害を受ける程度(被害率)が変化することから，深水深の低減によって，家屋や家庭用品
（家財や自動車等），事業所・農漁家の償却・在庫資産，農作物，公共土木施設等の直接被害が減少するほ
か，営業停止による損失，家庭・事業所における応急対策費用（清掃・代替活動等），国・地方公共団体に
おける応急対策費用(水害廃棄物の処理)等の間接被害についても低減効果がある。

・浸水深が45cm未満に変化した場合
床上浸水が床下浸水へ低減する。

(参考)浸水深低減の効果

浸水深

＜低減効果（抜粋）＞

42-29

（上記メッシュ内の主な資産
：家屋，農家，事業所）

浸水深が低減

食品工場食品工場

浸水面積が減少

ダムによる効果

42 43 44 45 46

28

29

30

42 43 44 45 46

28

29

30

42-29
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４．事業の効率性

• 治水経済調査マニュアル（案）令和２年４月 国土交通省河川局 に基づき算出。

• 対象洪水は，川内沢川の基本高水である昭和１９年９月洪水（1/5，1/10）及び昭和２３年９月洪水（1/20，1/30，1/50）。

• 河道の条件は，平成２４年度の現況河道（沈下戻しで復旧した河道形状）を設定。

• 便益の内訳は，治水分として年平均被害軽減期待額４７５百万円/年を５０年分，流水の正常な機能の維持分として不特定身替り建
設費を建設期間で割り振った金額の総和である便益，残存価値が含まれている。

• 年平均被害軽減期待額は，無害流量から計画対象規模である超過確率1/50までの間における流量規模ごとの洪水調節効果額を算出。

年平均被害軽減期待額 費用対効果分析

感度分析（全体事業 H9～R7:治水+不特定）

⑥
年平均
被害額

(④×⑤)

確率規模 超過確率
①

事業を実施
しない場合

②
事業を実施
した場合

③
事業効果
(①-②)

④
区間平均
被害額

1/3 0.3333 0 0 0

1/5 0.2000 3,041 1,235 1,806

1/10 0.1000 4,020 3,479 541

1/50 0.0200 17,703

12,478 8,891

1/30 0.0333 15,920 10,616

1/20 0.0500

5,304

14,055 3,648

74 415

3,587

2,064 0.0500 103 341

年平均被害
の累計=年
平均被害軽
減期待額

4,476 0.0133 60 475

4,446 0.0167

0.1000 117 238

0.1333 120 120

1,174

903

⑤
区間確率

＜全体＞ ＜残事業＞ ＜全体＞ ＜残事業＞

建設費 89.3億円 75.7億円 124.8億円 79.8億円

維持管理費 14.5億円 14.5億円 15.0億円 15.0億円

総費用 103.8億円 90.2億円 139.8億円 94.8億円

現在価値（C） 83.0億円 66.4億円 131.5億円 76.7億円

治水便益 176.5億円 176.5億円 237.5億円 237.5億円

利水便益 71.6億円 60.7億円 99.9億円 63.8億円

残存価値 2.4億円 2.4億円 4.1億円 4.1億円

総便益 248.1億円 237.2億円 341.5億円 305.4億円

現在価値（B） 118.8億円 105.4億円 186.9億円 145.1億円

1.43 1.59 1.42 1.89

区分
今回評価（令和3年）

費
用
項
目

便
益
項
目

費用便益費（B/C）

前回評価（平成28年）

残 事 業 費 （+10％～-10％） 1.35 ～ 1.50

残 工 期 （+1年～-1年） 1.40 ～ 1.44

資 産 （+10％～-10％） 1.48 ～ 1.36

B/C

被害軽減額 年平均被害軽減期待額

・感度分析【残事業費】について，
◇残事業費が10％多かった場合[建設費合計＝13,279百万円]のB/C＝1.35
◆残事業費が10％少なかった場合[建設費合計＝11,683百万円]のB/C＝1.50

・感度分析【残工期（残り5年）】について，
◇残工期が1年長くなった場合（R8年度完成）のB/C＝1.40
◆残工期が1年短くなった場合（R6年度完成）のB/C＝1.44

・感度分析【便益算定対象範囲内の資産額】について，
◇資産が10％多かった場合 [年平均被害軽減期待額＝520百万円/年]のB/C＝1.48
◆資産が10％少なかった場合[年平均被害軽減期待額＝430百万円/年]のB/C＝1.36
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４．事業の効率性

費用便益比の算定条件

• 資産データ，評価額等については，最新のデータに入れ替えた。

• 事業費については，事業内容の変更に伴い増額した。

• 適用基準については，最新版の治水経済調査マニュアル(令和2年4月)に基づき算定した。

項目 前回の検討 今回の検討 ※変更点赤書き

①河道条件 平成24年度時点現況河道（沈下戻しで復旧した河道形状）

断面形状は下記
No.0～No.37 ：東北地方太平洋沖地震による災害復旧

工事河道形状図面(沈下戻し対象区間)

No.82～No.160：現況河道形状図
（※No.38～No.81は欠番）

平成24年度時点現況河道（沈下戻しで復旧した河道形状）

断面形状は下記
No.0～No.37 ：東北地方太平洋沖地震による災害復旧

工事河道形状図面(沈下戻し対象区間)

No.82～No.160：現況河道形状図
（※No.38～No.81は欠番）

②外力条件 対象洪水：昭和19年9月洪水（1/5，1/10）
昭和23年9月洪水（ 1/20，1/30，1/50 ）

年平均被害軽減期待額「ダムあり」「ダムなし」の2時点
で算出

対象洪水：昭和19年9月洪水（1/5，1/10）
昭和23年9月洪水（ 1/20，1/30，1/50 ）

年平均被害軽減期待額「ダムあり」「ダムなし」の2時点
で算出

③資産データ，
評価額等

・評価規模 ：1/5，1/10，1/20，1/30，1/50
・維持管理費：既存ダムの実績値(H25～H28)より計上
・資産データ：H22国勢調査，H21経済センサス

H22延床面積 を使用
・土地利用細分メッシュ：H21年を使用
・評価額 ：H27評価額 評価単価及びデフレーター

（平成28年3月）

・評価規模 ：1/5，1/10，1/20，1/30，1/50
・維持管理費：既存ダムの実績値(H25～R元)より計上
・資産データ：H27国勢調査，H26経済センサス

H22延床面積 を使用
・土地利用細分メッシュ：H28年を使用
・評価額 ：R2評価額 評価単価及びデフレーター

（令和3年3月）

④事業費 95億円（税込み）
平成28年時点現在価値化【89.3億円】※税抜額

135億円（税込み）
令和2年時点現在価値化【124.8億円】※税抜額

⑤適用基準 治水経済調査マニュアル(案)[平成17年4月]に基づき算出 治水経済調査マニュアル(案)[令和2年4月]に基づき算出



治水便益の変動状況（前回評価時とのマニュアル改訂による差，資産数量･価格の変動による差）
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４．事業の効率性（参考）

(前回（H28年度）再々評価時) (一部R2年改訂マニュアルを適用した試算結果)

治水便益（前回）＝353百万円/年×50年
＝ １７６．５億円

治水便益（今回） ＝ 401百万円/年×50年
＝ ２００．５億円

⑤

区間確率

⑥

年平均

被害額

(④×⑤)

年平均被害

の累計=年

平均被害軽

減期待額

1/3 0.3333 0 0 0

1071

確率
規模

超過
確率

①

事業を実施

しない場合

②

事業を実施

した場合

③

事業効果

(①-②)

④

区間平均

被害額

0.1333 143 143

1/5 0.2000 3,571 1,429 2,142

1074 0.1000 107 250

1/10 0.1000 3,724 3,718 6

862 0.0500 43 293

1/20 0.0500 7,100 5,383 1,718

1977 0.0167 33 326

1/30 0.0333 8,428 6,191 2,237

2020 0.0133 27 353

1/50 0.0200 9,373 7,569 1,804

1/3 0.3333 0 0 0

824 0.1333 110 110

確率
規模

超過
確率

①

事業を実施

しない場合

②

事業を実施

した場合

③

事業効果

(①-②)

④

区間平均

被害額

⑤

区間確率

⑥

年平均

被害額

(④×⑤)

年平均被害

の累計=年

平均被害軽

減期待額

1/5 0.2000 2,869 1,220 1,649

1070 0.1000 107 217

1/10 0.1000 3,732 3,241 491

1662 0.0500 83 300

1/20 0.0500 9,669 6,835 2,834

3363 0.0167 56 356

1/50 0.0200 13,504 10,685 2,819

1/30 0.0333 11,997 8,105 3,892

3355 0.0133 45 401

⑤

区間確率

⑥

年平均

被害額

(④×⑤)

年平均被害

の累計=年

平均被害軽

減期待額

1/3 0.3333 0 0 0

903

確率
規模

超過
確率

①

事業を実施

しない場合

②

事業を実施

した場合

③

事業効果

(①-②)

④

区間平均

被害額

0.1333 120 120

1/5 0.2000 3,042 1,235 1,806

1174 0.1000 117 238

1/10 0.1000 4,020 3,479 542

2064 0.0500 103 341

1/20 0.0500 12,478 8,891 3,587

4446 0.0167 74 415

1/30 0.0333 15,920 10,616 5,304

4476 0.0133 60 475

1/50 0.0200 17,703 14,055 3,648

治水便益（今回） ＝ 475百万円/年×50年
＝ ２３７．５億円

（今回（R3年度）再々評価時）

○年平均被害軽減期待額 ○年平均被害軽減期待額(参考) ○年平均被害軽減期待額

※試算内容：H28年度の資産額に対し，R2改訂マニュアルの内
，家庭用品被害額(自動車被害の区分)算定方法変更，公共土
木施設等被害額(農地等被害額の区分)算定方法，水害廃棄物
の計上について適用し試算した。
（試算のため，結果については参考値。）

※()内は現在価値化金額 ※()内は現在価値化金額 ※()内は現在価値化金額

・資産額等基礎：平成28年度時点
・使用マニュアル：平成17年4月改訂版

・資産額等基礎：平成28年度時点
・使用マニュアル：令和2年4月改訂版(一部)

・資産額等基礎：令和3年度時点
・使用マニュアル：令和2年4月改訂版

建設費 89.3億円 (78.6億円)
維持管理費 14.5億円 (4.4億円)
総費用 103.8億円
現在価値（C） (83.0億円)
治水便益 176.5億円 (53.3億円)
利水便益 71.6億円 (63.1億円)
残存価値 (2.4億円) (2.4億円)
総便益 250.5億円
現在価値（B） (118.8億円)

便
益
項
目

区分
前回再々評価時

基準年（平成28年）

被害低減額 353 百万円/年
費
用
項
目

費用便益費
（B/C）

1.43

建設費 89.3億円 (78.6億円)
維持管理費 14.5億円 (4.4億円)
総費用 103.8億円
現在価値（C） (83.0億円)
治水便益 200.5億円 (60.5億円)
利水便益 71.6億円 (63.1億円)
残存価値 (2.4億円) (2.4億円)
総便益 274.5億円
現在価値（B） (126.0億円)

区分
今回試算

基準年（平成28年）

被害低減額 401 百万円/年
費
用
項
目

便
益
項
目

費用便益費
（B/C）

1.52

建設費 124.8億円 (126.2億円)
維持管理費 15.0億円 (5.3億円)
総費用 139.8億円
現在価値（C） (131.5億円)
治水便益 237.5億円 (83.9億円)
利水便益 99.9億円 (99.0億円)
残存価値 (4.1億円) (4.1億円)
総便益 341.5億円
現在価値（B） (187.0億円)

区分
今回再々評価

基準年（令和3年）

被害低減額 475 百万円/年
費
用
項
目

便
益
項
目

費用便益費
（B/C）

1.42

※総便益は残存価値を含む。 ※総便益は残存価値を含む。 ※総便益は残存価値を含む。



出典：GoogleMap

事業所
エリア住宅エリア

食品工場

郵便局

小学校

出典：GoogleMap
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４．事業の効率性（参考）

・ＪＲ館腰駅付近において，線路より西側は主に住宅地であり，
東側は国道4号沿いに工場や大型店舗等の事業所が存在している。

洪水調節効果範囲の状況
○参考① 航空写真（Googlemap）より

○参考② 名取市都市計画図より

第一種住居区域

準工業地域

・治水便益対象範囲は「第一種住居区域」及び「準工業地
域」の指定範囲が含まれている。

出典：名取市都市計画総括図

結果表1 総人口および指数（平成27（2015）年＝100とした場合）

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年
宮城県 名取市 100.0 103.7 105.7 106.2 105.3 103.1 99.9

都道府県 市区町村
平成27（2015）年の総人口を100としたときの総人口の指数

○参考③ 名取市の将来推計人口 『日本の地域別将来推計人口(平成30(2018)年推計)』より

・2015年(平成27年)の総人口を100としたとき，15年後の2030年（令和12年）
のピークまで増加し，以降減少するが，30年後（2045年(令和27年)）の総人
口指数は99.9であり，ほぼ2015年と変わらない予測となっている。

洪水調節効果範囲における市の土地利用計画及び名取市の推計人口の変
動状況から見て，整備後50年間の人口変動については，Ｂ／Ｃに大きく影
響しないと考えられる。（資産の感度分析についてはP12に記載）

洪水氾濫区域内の
便益算定対象範囲 洪水氾濫区域内の

便益算定対象範囲
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５．環境への影響と対策

環境への影響と対策の状況
• 本事業地及びその周辺に生息している動植物については，重要種として猛禽類や植物相が確認されているが，周辺に同様の生息・生

育環境が広く残されることなどから，事業による影響は小さいとされており，環境保全措置として代替巣の設置や植物相個体の改変
区域外への移植等を行うことにより，影響を回避・低減する。

• 猛禽類については，専門家（東北鳥類研究所 由井正敏所長）による意見聴取を踏まえ，代替巣の設置や繁殖期（４～７月）を避け
た工事開始などの保全措置を行っている。
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６．事業の変更状況

前回評価時
(H28年度)

今回評価時
(R3年度)

差

9,080 13,063 3,983

3,310 5,204 1,894

ダム費 2,560 4,228 1,668
ダム本体工事，転流工

等

管理設備費 340 377 37
通信観測設備，放流制

御設備等

仮設備費 410 599 189
本体工事仮設備，工事

用道路等

1,970 2,425 455
水利水文調査，地質調

査，各種設計等

3,800 5,434 1,634

用地費及び補償費 1,250 1,579 329 一般補償，公共補償等

補償工事費 2,550 3,855 1,305 付替道路工事等

機械器具費 10 10 0

営繕費 0 0 0

410 427 17

9,500 13,500 4,000

備考

事務費

合計

項目
金額(百万円)

建設費

工事費

測量及び試験費

用地費及び補償費

前回評価時
(H28年度)

今回評価時
(R3年度)

変更理由

ダ ム 型 式
重力式

コンクリートダム
重力式

コンクリートダム

ダ ム 高 36.7 m 39.7 m
地質調査の結果に基づく

最低基礎標高の変更

堤 頂 長 145.0 m 145.0 m

総 貯 水

容 量
1,790 千m3 1,790 千m3

有 効 貯 水

容 量
1,510 千m3 1,510 千m3

堆 砂 容 量 280 千m3 280 千m3

湛 水 面 積 0.18 km2 0.18 km2

集 水 面 積 3.65 km2 3.65 km2

ダ
ム

貯
水
池

• 物価変動等の社会的要因や，平成28年度の再評価以降に実施した基本設計会議等の技術意見を踏まえた，地質調査の追加及びその
結果に基づきダム高の見直し等を行ったもの。

事業内容・事業費の変更

ダム諸元 事業費



・各種調査・設計の進捗や基本設計会議の結果等、最新の事業計画を踏まえて事業費を精査したもの。

・その結果、平成28年度の再評価時（約95億円）から，約135億円（約40億円増）となる。

1 公共工事関連単価（労務費、資機材費等）の物価変動（H27年単価→令和2年単価）及び東日本大震災の被災地で適用する積算
基準(復興係数)の反映(共通仮設費×1.5，現場管理費×1.2)及び前回評価時以降の消費税率変更(8%→10%）等を反映

2 設計内容の変更・詳細設計の進捗に基づく事業費算定及びこれまでの実績額の反映
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６．事業の変更状況

事業内容の変更(事業費増減内訳)

［前回評価時からの事業費増減内訳］

変更の内容
増減額
[億円]

社会的要因の変化 15.5

物価変動 公共工事関連単価の変化等物価変動 7.8

東日本大震災の被災地で適用する積算
基準の適用

間接工事費(共通仮設費及び現場管理費)の補正係数
(復興係数)の追加

5.7

消費税率の変更 消費税率の変更[8％→10％] 2.0

計画内容の変更 26.6

地質調査結果に基づく付替道路切土法面勾配及び橋梁基礎
工の変更等

9.4

ダム基礎地盤の地質確認及び地すべり精査に伴うボーリン
グ調査等の追加

1.6

現況調査の結果による要因 建物,立木,電柱等補償費の現地調査に基づく変更 3.1

コスト縮減 -2.1

現地状況の変化・設計の進捗に係る要因 橋梁計画の見直しに伴う縮減 -0.8

関係機関との協議に係る要因 林道計画の見直しによる縮減 -1.3

合計 40.0

項目

基本設計会議に基づく調査等の結果による要
因

現地状況の変化・設計の進捗に係る要因（地
質調査等の結果に基づく変更）

地質調査結果に基づく本体コンクリート量等の増 12.5



93.1
94.5 93.9

95.9

99.6 100.0 100.7

103.0

106.5

109.1 108.9

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2

主な計画変更の内容（１／７）
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６．事業の変更状況

●社会的要因の変化 【約15.5億円増】

○公共工事関連単価の変化等【約7.8億円の増】

・前回再々評価時（平成28年度）は，平成27年単価により積算していたものについて，最新のデフレーター（令和２年度）により最新単価に補正
し，労務，資機材等，近年の公共工事関連単価の上昇傾向を事業費に反映。

○東日本大震災の被災地で適用する積算基準の適用【約5.7億円の増】

・H23年度に策定された「東日本大震災の被災地で適用する積算基準(復興係数)」については，H29年度までの復興期間内のみの適用と想定されてお
り，前回評価時では，付替道路工事着手予定の令和元年度には終了していると見込まれていたため，適用していなかったが，適用期間が延期され
ている状況から，付替道路工事及びダム本体工事に反映したもの。(共通仮設費×1.5，現場管理費×1.2)

○消費税率の変更【約2.0億円の増】

・前回再々評価時で事業費を算出した時点では消費税率は８％であったが，令和元年１０月に消費税率が１０％に変更されたことから増加分を反
映。

前回評価時

今回評価時

参 考

デフレーター推移グラフ

（建設工事費デフレ：河川総合開発）（H27年を100として算出）

増
減

割
合



主な計画変更の内容（２／７）

６．事業の変更状況

●計画内容の変更①

◇地質調査結果に基づく本体コンクリート量等の増【約12.5億円の増】

前回評価後、基本設計会議の技術意見・指摘事項により追加で実施した地質調査（追加ボーリング及び横坑調査）の結果、右岸側
の基礎岩盤にダムの支持地盤に適さない岩盤が想定より深く分布することが判明したため、支持地盤となる岩盤まで基礎掘削標高を
下げる必要が生じたことから、最低基礎標高をEL32.0mからEL29.0mに変更したことに伴い、地盤の掘削量及びダム本体コンクリート
の量が増加したもの。

H
=
3
9
.
7
m

最低基礎標高
E.L=32.0m→E.L=29.0m

▽32.0m

▽最低基礎標高E.L=29.0m

▽32.0m

上流側ダム高が変更となったことに
伴い，下流面勾配が1:0.76から1:0.79
へ変更となった。

▽最低基礎標高E.L=32.0m

掘削範囲の増
本体形状の変更

支持地盤

除去対象
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横坑入口

調査横坑

ボーリング調査位置図(ダムサイト) ：既存
：追加
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主な計画変更の内容（３／７）

６．事業の変更状況

切土部標準断面図

●計画内容の変更②
◇地質調査結果に基づく付替道路切土法面勾配及び橋梁基礎工の変更【約9.4億円】

概略設計時は軟岩相当の土質が分布していると推定し，切土部の法面勾配を1:0.8としていたが，地質調査の結果，全体的に風化や亀裂が確認さ
れ，土質試験結果等に基づき検討した結果，勾配を切土法面が安定する1:1.2へ見直したことにより，掘削土量，残土処理量及び法面工施工面積が増
となったもの。

また，橋梁計画位置においても，地質調査の結果により橋台基礎部の支持層が想定より深い位置に確認されたことから，橋台形状及び基礎型式につ
いて見直した。

切土法面勾配を1:0.8から1:1.2
へ見直し，法面の安定を図る。

H.W.L 67.2

S.W.L 65.2

EL.68.7m

桁　長：88700

橋　長（道路中心線上：89000）

支間長：44000

150

350支間長：44000

150

350

▽S.W.L=65.2m(サーチャージ水位)

▽EL=68.7m(ダム堤体高)

▽D.W.L=67.2m(設計洪水位)

[tr]

[tr]

[dt]

[W3-pAn]

[W3-p

[W4-pAn]

[pAn-CL]

[pAn-CM]

[pAn-CL]

[pAn-CM]

[pAn-CM]

[

支
持
層
推
定
線

支持層推定線

0.00
0.40

3.00

7.70

18.00

0.00
0.30

1.70

2.60

5.80

7.45

11.00

0.00
0.40

1.35

7.00

0.00

1.50

2.90

5.60

9.00

13.05

14.02

0.00

3.40

5.45
5.85

7.20

8.90

11.00

12.06

[W3-pAn]

橋　長　86000

No.68+19.30
A-
2橋

台

No
.7
3+5

.3
0

深礎杭

L=5.0m

A-1橋
台

E E E

▽48.870

P-
1橋

脚

No
.7
1+
2.
30

路)

6500

EL= 48.870

支間長　42100 支間長　42100

桁　長　85400

(道路中心線上)

300 300

600 600

1
9
0
0

4
4
3
0

3000 3000 3000

5
7
6

19
0
0

9000

4500

50008000

6500

1
.
0
m
以

上

6500

2
0
0
0
0

1
8
1
0
0

橋梁側面図

直接基礎 直接基礎

深礎杭 深礎杭
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主な計画変更の内容（４／７）

６．事業の変更状況

【地質調査追加箇所】

ダムサイト 凡例
：既存
：追加

●計画内容の変更③
◇ダム基礎地盤の地質確認及び地すべり精査に伴うボーリング調査等の増 【約1.6憶円の増】

地質調査において，基本設計会議の技術意見・指摘事項により，ダムサイト基礎地盤の確認や地すべりブロック精査のための追加
調査が必要となったもの。

地すべり精査箇所
地すべり精査対象箇所
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主な計画変更の内容（５／７）

６．事業の変更状況

●計画内容の変更④

◇建物、立木、電柱等補償費の現地調査に基づく変更 【約3.1億円の増】

建物，立木等物件補償について，他事業の事例を参考に補償単価を算定していたが，補償基準に基づき，現況調査を実施し，補償金額を見直した

もの。

移転対象家屋及び立木，移設対象電柱移転対象家屋及び立木，移設対象電柱
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主な計画変更の内容（６／７）

６．事業の変更状況

●コスト縮減
◇橋梁計画の見直しに伴う縮減【約0.8億円の減】

付替道路４号橋計画位置前面に設置する本体工事施工のための市道取付道路について，当初は撤去することとしていたが，係船搬入
路として存置する計画に見直したことにより，土留めの役割を果たすことができるため，橋梁箇所を盛土形式に変更することが可能と
なったことから，橋梁から盛土へ変更したことによりコストを縮減した。

H.W.L 67.2

S.W.L 65.2

EL.68.7m

150 桁　長：40700

橋　長（道路中心線上：41000）

350 支間長：40000

150

350

-2.0%～-6.0% -2.0%～6.0%

鉄筋コンクリート床版 27cm
北側上流1号橋

単純鋼箱桁

h/L=1/18～1/25

桁高 40.0m/25=1.60m

アスファルト舗装 基層:4cm
（密粒度As）

アスファルト舗装 表層:4cm
（密粒度As改質Ⅱ型）

750 2750 2750 750

7000～8500600 600

8200～9700

1
6
0
0

拡幅0～1500 拡幅0～1000

４号橋→盛土

工事用道路
＞存置し，係船設備として利用

４号橋→盛土

平面図

横断図

工事用道路
＞存置し，係船設備として利用

工事用道路が土留めとなる
ため，盛土構造とすること
が可能となった。
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主な計画変更の内容（７／７）

６．事業の変更状況

●コスト縮減
◇林道計画の見直しに伴う縮減【約1.3億円の減】

山林管理のための機能補償として計画していた林道について，管理者となる名取市と協議した結果，ダム位置から現道接続までの範
囲は転回所を設置することで省略可能となったことから，林道の計画延長がL=2,950mからL=2,262mへL=688m短縮となったもの。

林道 L=2,262m

林道 L=2,950m 短縮
現道接続

転回所設置
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７．代替案立案等の可能性

代替事業 • ダム検証時 Ｃ／Ｃ’＝ 1.08（H24検証） 今回再々評価時 Ｃ／Ｃ’＝ 1.01（R3評価）

• ダム事業費の増額に伴い、治水対策案のコスト比較を再度実施したもの。

• 単価の上昇率（建設工事デフレーターを基に算出）、東日本大震災の復旧事業等における積算方法に関する試行（共通仮設費
×1.5、現場管理費×1.2）、消費税（8%→10%）を考慮したもの。

• 再検討の結果からも，ダム案が妥当と判断できる。

47 億円 68 億円 32 億円 106 億円 49 億円 96 億円
④ ⑰ ㉑ ㉞ ㊳

9.8 億円 7.1 億円 17.4 億円 10.6 億円 15.7 億円
⑤ ⑱ ㉒ ㉟ ㊴

11.1 億円 6.4 億円 19.9 億円 9.9 億円 17.5 億円
⑥ ⑲ ㉓ ㊱ ㊵

1.5 億円 1.0 億円 2.6 億円 1.5 億円 2.4 億円

40 億円

15 億円 10 億円 2 億円 12 億円 3 億円 12 億円
⑨ ⑫ ㉖ ㉙ ㊸ ㊻

2.6 億円 1.7 億円 0.3 億円 2.0 億円 0.5 億円 2.0 億円
⑩ ⑬ ㉗ ㉚ ㊹ ㊼

0.3 億円 0.2 億円 0.1 億円 0.3 億円 0.1 億円 0.3 億円

億円152 億円 160

209.1 億円（㉔＋㉛） ㊾ 220.5 億円（㊶＋㊽）

当初総コスト 140 億円

合計 総コスト ⑮ 207.2 億円（⑦＋⑭） ㉜

㉛ 16.7 億円（㉕から㉚の合計） ㊽ 17.9 億円（㊷から㊼の合計）

建設工事費デフレーター（1.17）による増額
(2012年度→2021年1月の変化率)

消費増税による増額
（８％→10％）

維持管理費計 ⑭ 29.8 億円（⑧から⑬の合計）

202.6 億円（㉝から㊵の合計）

維
持
管
理
費

当初維持管理コスト
⑧ダム事業の維持管理費 ⑪河川事業の維持管理費 ㉕遊水地事業の維持管理費 ㉘河川事業の維持管理費 ㊷遊水地事業の維持管理費 ㊺河川事業の維持管理費

― ―

建設費計 ⑦ 177.4 億円（①から⑥の合計） ㉔ 192.4 億円（⑯から㉓の合計） ㊶

⑳河川事業の建設費 ㉝遊水地の建設費 ㊲河川事業の建設費

建設工事費デフレーター（1.17）による増額
(2012年度→2021年1月の変化率)

補正係数による増額
（共通仮設費1.5，現場管理費1.2）

概  要

建
設
工
事
費

当初建設コスト
①ダム事業の建設費 ③河川事業の建設費 ⑯遊水地の建設費

消費増税による増額
（８％→10％）

事業再評価による増額
②ダム事業の建設費

案 ダム案 遊水地案（中下流配置） 遊水地案（中上流配置）
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８．その他（参考資料）

○これまでの治水便益の変動について

H13年度からの治水便益の変動について，主な変動の理由は下記の通り。

評価
年度

治水便益
(億円)

差 理由
氾濫防止

面積
(ha)

保全人口
算定用

国勢調査
治水経済調査
マニュアル

各種資産評価単
価及びデフレー

ター

H13 759.5 - 480 11,656 H7
H12年5月
改定版

H12年11月
改定版

H18 347.0 -412.5

・資産価値，デフレーターの変動
・統計データメッシュの変更(1km→250m)
　※名取市のメッシュについては未確認

・治水経済調査マニュアル改定による便益算定方
法等の変更(基礎数量調査項目の追加等)

480 11,656 H12
H17年4月
改定版

H18年3月
改定版

H23 257.1 -89.9
・最新国勢調査結果反映による資産数量の変動
・資産価値，デフレーターの変動

480
11,656

(3,898)
H17

H17年4月
改定版

H23年2月
改定版

H24 233.5 -23.6
・資産価値，デフレーターの変動
（震災後の広域地盤沈下により氾濫防止面積は増となっ

た）

1,227 3,867 H17
H17年4月
改定版

H24年2月
改定版

H28 176.5 -57.0

・最新国勢調査結果反映による資産数量の変動
・資産価値，デフレーターの変動
・放水路完成に伴い，氾濫防止面積を縮小
（面積縮小に伴い対象範囲の保全人口も減少）

411 1,916 H22
H17年4月
改定版

H28年3月
改定版

R3 237.5 +61.0

・最新国勢調査結果反映による資産数量の変動
・資産価値，デフレーターの変動
・治水経済調査マニュアル改定による便益算定方
法等の変更(自動車の被害を区分，農地等の被害を
区分，水害廃棄物処理費の追加等)

411 2,120 H27
R2年4月
改定版

R3年3月
改定版

※()内はN=1/50(ダム無し)の浸水範囲内の人口




